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前
年
の
所
得
が
一
定
以
下
の
場
合
、
申
請
手
続
き
に
よ

っ
て
承
認
さ
れ
る
と
、
国
民
年
金
保
険
料
の
全
額
又
は
一

部
が
免
除
さ
れ
ま
す
。
平
成
18
年
7
月
よ
り
、
こ
れ
ま
で

の
全
額
免
除
と
半
額
免
除
に
加
え
、
新
た
に
「
4
分
の
1

納
付
」
と
「
4
分
の
3
納
付
」
が
加
わ
り
ま
し
た
。
そ
れ

ぞ
れ
の
免
除
に
は
、
所
得
制
限
が
あ
り
、
基
準
は
世
帯
の

構
成
人
数
等
に
よ
り
異
な
り
ま
す
。

一
部
納
付
制
度
は
、
納
付
す
べ
き
一
部
の
保
険
料
が
納

付
さ
れ
な
い
場
合
、
免
除
の
期
間
と
は
な
ら
ず
未
納
期
間

と
な
り
ま
す
。
未
納
期
間
が
あ
る
と
、
障
害
や
死
亡
と
い

っ
た
不
慮
の
事
態
が
生
じ
た
場
合
に
、
年
金
を
受
け
取
る

こ
と
が
で
き
な
く
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

ま
た
、
免
除
承
認
期
間
は
、
全
額
納
付
し
た
期
間
に
比

べ
、
受
け
取
る
年
金
額
が
少
な
く
な
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、

10
年
以
内
で
あ
れ
ば
後
か
ら
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
（
追

納
）
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
保
険
料
免
除
等
の
承
認
を
受

け
た
期
間
の
翌
年
度
か
ら
起
算
し
て
、
3
年
度
目
以
降
は

当
時
の
保
険
料
額
に
経
過
期
間
に
応
じ
た
加
算
額
が
上
乗

せ
さ
れ
ま
す
。

追
納
を
ご
希
望
の
場
合
は
、
お
近
く
の
社
会
保
険
事
務

所
ま
で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

▼
免
除
承
認
期
間
＝
平
成
19
年
7
月
〜
20
年
6
月
分

▼
必
要
な
も
の
＝

・
印
か
ん

・
代
理
申
請
の
場
合
は
運
転
免
許
証
な
ど

全
額
免
除
又
は
若
年
者
納
付
猶
予
の

承
認
を
受
け
ら
れ
た
人

国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
申
請
が
簡
素
化
さ
れ
、
翌
年

度
以
降
も
引
き
続
き
免
除
又
は
猶
予
の
申
請
を
希
望
さ
れ

る
場
合
は
、
申
請
書
の
提
出
が
不
要
に
な
り
ま
す
。

※
失
業
を
理
由
と
し
た
全
額
免
除
申
請
及
び
若
年
者
納
付

猶
予
、
若
し
く
は
、
一
部
免
除
申
請
の
場
合
は
、
毎
年
申

請
が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

電
話
で
の
年
金
相
談
は

「
ね
ん
き
ん
ダ
イ
ヤ
ル
」
へ

【
年
金
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求
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ど
】
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国
民

年
金

「
保
険
料
免
除
制
度
」
が

利
用
し
や
す
く
な
り
ま
し
た

所得基準の目安 月々の 
保険料 

保険料を全額納 
付した場合と比 
較した年金額 

全額免除 

1/4納付 

半額納付 

3/4納付 

扶養親族の数＋1）×35万円 
＋22万円 

78万円＋（扶養家族等控除額 
＋社会保険料控除額 

118万円＋（扶養家族等控除 
額」＋社会保険料控除額等） 

158万円＋（扶養家族等控除 
額＋社会保険控除額） 

全額が免除 

3,530円 

7,050円 

10,580円 

1/3

1/2

2/3

5/6

・
離
職
に
よ
る
免
除
を
希
望
の
場
合
は
、
離
職
票
、
又
は

雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証

※
雇
用
保
険
に
加
入
し
て
い
な
い
人
が
離
職
し
た
場
合
は
、

退
職
証
明
書
と
町
県
民
税
の
納
税
通
知
書

▼
問
い
合
せ
先
＝

保
険
課
　
国
民
年
金
係
　
1
%6
９
１
３
４


